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午前10時０分開会

会議に付した案件

○意見聴取

ゼロカーボンを実現するポイントやゼロカー

ボン社会づくりを通した地域経済の活性化な

ど

○協議事項

１．副委員長互選について

２．委員席の決定について

３．県外調査について

４．次回委員会について

５．その他

出 席 委 員（11人）

委 員 長 山 下 寿

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 井 本 英 雄

委 員 右 松 隆 央

委 員 日 高 博 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 武 田 浩 一

委 員 岩 切 達 哉

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

委 員 有 岡 浩 一

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

意見聴取のために出席した参考人

兵庫県立大学環境人間学部

准 教 授 増 原 直 樹

事務局職員出席者

政策調査課主任主事 佐 藤 晋一朗

政策調査課主事 髙 山 紘 行

○山下委員長 ただいまからゼロカーボン社会

づくり推進対策特別委員会を開会いたします。

副委員長の辞職に伴い、副委員長が欠員となっ

ておりますので、委員会条例第８条第２項の規

定により、副委員長の互選を行います。

この場合、お諮りいたします。互選の方法は、

投票または指名推選でありますが、いかがいた

しましょうか。

〔「指名推選」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、指名推選の方法で行

いたいと存じますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 異議なしと認めます。よって、

互選の方法は指名推選により行うことに決しま

した。

それでは、私から指名したいと思いますが、

御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 異議なしと認めます。外山委員

を副委員長に指名いたします。

お諮りいたします。ただいまの指名のとおり

決することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 異議ありませんので、外山委員

が副委員長に選任されました。

以上で、副委員長の互選は終了いたしました。

御協力ありがとうございました。

次に、委員席の決定についてであります。

書記に委員席案を配付させます。

お手元に配付の委員席案のとおり、右松委員

が井本委員と日高委員の間に入ることで決定し
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てよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

それでは、本日の委員会の日程についてであ

りますが、お手元に配付の日程案を御覧くださ

い。本日は、「ゼロカーボンを実現するポイント

やゼロカーボン社会づくりを通した地域経済の

活性化など」について、兵庫県立大学環境人間

学部の准教授、増原直樹氏から意見聴取を行い

ます。

その後に、委員会の県外調査等について御協

議いただきたいと思いますが、このように取り

進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

ここで、傍聴人に入室いただきますので、暫

時休憩を行います。

午前10時３分休憩

午前10時４分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

本日は、兵庫県立大学環境人間学部の准教授、

増原直樹様に、オンラインにより御出席をいた

だきました。

初めに、増原様の御紹介をさせていただきま

す。増原様は、2017年に大阪大学において工学

博士号を取得後、現在は兵庫県立大学にて、主

に環境行政、環境政策の教育研究に従事されて

おります。

これまで20年以上、地方自治体の環境基本計

画、エネルギービジョンや低炭素施設の策定プ

ロセスに関する実践的研究を進めてこられ、兵

庫県宍粟市の環境審議会会長を務められてい

らっしゃるなど、御活躍をされております。

それでは、私から一言御挨拶を申し上げます。

私は当委員会の委員長で、児湯郡選出の山下

寿でございます。よろしくお願いいたします。

本日は大変お忙しい中、このゼロカーボン社

会づくり推進対策特別委員会に御出席いただき、

誠にありがとうございます。

本日の委員会では、「ゼロカーボンを実現する

ポイントやゼロカーボン社会づくりを通した地

域経済の活性化など」について御説明を頂きま

すとともに、意見交換をさせていただきたいと

存じますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

なお、委員の紹介につきましては、お手元に

配付の委員配席表に代えさせていただきます。

それでは、増原様、よろしくお願いいたしま

す。

○増原准教授 御紹介ありがとうございます。

兵庫県立大学環境人間学部の増原と申します。

本日、本来であれば、そちらにお伺いし、皆

様との対面での報告や質疑応答を楽しみにして

おりましたが、台風に重なってしまいまして、

泣く泣くオンラインでお話をさせていただくこ

とになりました。どうぞ御了承ください。

それでは、皆様のお手元に配付している資料

に沿って、約１時間、できるだけ手短にお話を

させていただきたいと思います。

今回、特別委員会での報告ということでお時

間を頂戴しまして、誠にありがとうございます。

私のほうで皆様の取組を少し調べたところ、

毎年、様々な社会的課題に対応した特別委員会

を設置され、精力的に議論されていることを拝

見し、本当に感銘を受けました。また、今日の

お話が皆様の議論の参考になればいいなと思い、

引き受けさせていただきました。
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今、山下委員長から御紹介がありましたよう

に、私自身、高校生のときから、環境問題に学

問を通じて貢献したいと思い、大阪の大学に進

みました。当時、私が住んでいました豊中市か

ら、環境基本条例と環境基本計画に学生の立場

で意見を言ってほしいと頼まれたことがありま

した。それが大変楽しく、自分の言ったことが

政策に反映された驚きと喜びを感じて、それか

ら20年以上、こういう環境政策の研究を続けて

おります。

宮崎県や兵庫県を含め全国どこでも同じです

が、高校生から大学生に進学するときに県外に

出てしまったり、大学生から就職するときにど

うしても大都市に行ってしまうという人口減少

の問題を抱えています。そういう中で、高校生

や大学生などの若者世代の声をどのように政策

に取り込むのかについて、皆様も日々議論され

ていると思いますが、参考として私のエピソー

ドをお話しさせていただきました。

それでは、本題に入ります。

御承知のとおり、日経新聞など様々な新聞を

見ても、カーボンニュートラルに関連する記事

はたくさんあります。

例えば、この資料３ページにある８月30日の

記事では、いきなり見出しに「1.5度目標」とあ

ります。昔であれば、普通の人は「1.5度って何

のことだろう」となかなか意味が分からないと

ころですが、そういう見出しが出てくるように

なりました。

身の回りでも、いろいろな電気自動車や充電

器をたくさん増やしていこうという流れになっ

ていますが、それに伴って電力消費が増えてい

くのではないかなど様々な懸念点も議論されて

います。ほかにも、企業の環境投資の記事など

も普通に新聞に載るようになりました。

また、岡山県では、鉄鋼業において、ＪＦＥ

という日本最大手の鉄鋼メーカーが岡山県の高

炉を電炉に転換するという取組をしています。

実は、これだけで鉄鋼生産で排出するＣＯ２を

４分の１ぐらい削減できます。

鉄鋼業は、そもそも二酸化炭素をたくさん出

す産業ですが、こういうところも脱炭素にかじ

を切らざるを得なくなっている状況になってい

ます。

実は事前に、皆様の３回分の特別委員会資料

を事務局から送ってもらい、これまでどのよう

なポイントを議論されてこられたのか私なりに

勉強させていただきました。また、事務局から

のリクエストもありましたので、今日は大きく

分けて３点、１項目20分程度に収まるように順

にお話をしていきたいと思っています。

１つ目が、ゼロカーボンを実現するためのポ

イントということで、自治体に求められる役割

は何かということを、改めて２点ほど整理して

お伝えしたいと思います。

釈迦に説法的なことになりますが、1.5度ある

いは２度目標という高い目標を実現するために、

科学的な知識に基づく危機感を共有するという

ことが出発点と思っています。

それを前提として、私が関わっている兵庫県

や兵庫県宍粟市で、昨年度―兵庫県の場合、

「地球温暖化対策計画」と言ってますが―ゼ

ロカーボンに向かうための中間段階の行政計画

をつくっております。そのつくり方や組立て方

を解説しますので、宮崎県においても、同様の

計画の改定や新しく策定する場合の参考にして

いただければと思います。

それから２つ目のブロックとして、ゼロカー

ボンを進めるためには、我慢をするだけの省エ

ネや利便性の犠牲が必要ということではなく、
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むしろ地域経済や地域社会の活性化、あるいは

そのプロセスにおける人づくりの意識などが必

要になることをお伝えします。

これは市町村単位の話になりますが、全国的

に成功している北海道の下川町、岩手県の紫波

町、それから岡山県の西粟倉村の３つを取り上

げ、それぞれの共通点や、こういう小さい町や

村でどのようなやり方があるのか簡単に御紹介

します。

また、私が今関わってる水力発電所の復活へ

の取組もお知らせしますので、参考にされると

宮崎県内でいろいろな可能性があるのではない

かと思っています。

それから３つ目のブロックですが、次世代エ

ネルギーの現状と可能性、留意点について、再

生可能エネルギーに対する私の考え、さらに水

素やアンモニアを使った火力発電などの前提条

件についてお話をして、最後に残った時間で皆

様と質疑応答をしたいと考えています。

では、最初のゼロカーボンを実現するための

ポイントや自治体の役割について一緒に考えて

いきたいと思います。

なぜゼロカーボンに取り組まなければいけな

いのかについて、ＩＰＣＣという国際機関は、

報告書が大体５年に１回出されていますが、最

新の報告書では、「人間の影響が大気・海洋及び

陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がな

い」という表現が使われました。実は、我々の

ような科学者や研究者が「疑う余地がない」と

いう表現を使うことはあまりありません。

表現によって、「可能性が高い」（３分の２以

上の確率）、「可能性が非常に高い」（90％）、「極

めて高い」（95％）というＩＰＣＣで独特の言葉

遣いがあるわけですが、「疑う余地がない」とは、

これはほぼ100％ということになります。

アメリカを中心に、「温暖化は起きてない」、

「地球温暖化に二酸化炭素は関係ない」など、

いわゆる懐疑論がたくさんありますが、それを

世界中の研究者が一致して「もう温暖化は起き

ていますよ」と真っ向から否定したわけです。

しかも、その原因を人間の影響であると断定

した画期的な報告書が昨年に出てきたところは

一つ重要なポイントです。

まさに今回の台風もそうですが、気候変動に

よって台風や大雨の頻度や強度、国によっては

熱波、干ばつのような現象も増えていくことは、

ある程度予想されたことであります。

こういった現象を皆様も体感されてると思い

ますが、我々が小さい頃、こんなに気温も高く

なかったし台風もこんなに大きいことはまれで

した。つまり、自然の気候変動の範囲をもはや

超えてるということであり、このままでは21世

紀中に気温上昇が1.5度を超える可能性が高いと

いう悲観的な予測がされています。

先ほど見出しにも出てきた1.5度、それと２度

に抑えようという目標の２通りありますが、1.5

度と２度では0.5度しか違わず、我々の感覚から

すると、毎日、気温は10度ぐらい上下してるわ

けですから、「何の違いがあるのか」と疑問に思

われるでしょう。

ところが、海面上昇だけ見ても、1.5度気温が

上昇した世界では、平均で28から55センチメー

トルも海面が上昇すると予測されており、これ

が２度になりますと32から62センチメートルの

上昇となります。一番低い予測と一番高い予測

を取ると、海面上昇の幅が倍以上違うというこ

とになります。

たった0.5度違うだけでも、このように影響の

幅が変わってくるということになり、結論とし

ては、パリ協定で言う２度上昇ではなく、でき
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るだけ1.5度に抑えるように我々は努力をしてい

かなければいけないということが言えるわけで

す。

今回は1.5度目標を前提でお話をさせていただ

きますが、この目標を達成するため、日本をは

じめ世界中で、2050年までにカーボンニュート

ラル─資料ではネットゼロ排出となってます

が─温室効果ガスの排出量をゼロにするとい

うことを言ってるわけですが、それに加えて、

ここに至る経路も重要であるということを今日

はお話します。

これは行政計画をつくるときに必ず議論にな

るところで、なおかつ、多くの自治体を見てい

ても、自治体の担当者は経路がどうなるのかと

いうことについてはあまり関心や知識がない場

合が多いです。

「とにかく2050年にゼロになればいいんでしょ

う」という考えで、例えば資料10ページの赤線

のような目標を立てるのは、無理な目標の立て

方です。これは何を言ってるかというと、出発

点に比べて中間目標が緩過ぎると、後の世代に

なればなるほど急激に排出量を減らすことにな

り、かなり無理な削減ルートを通ることになり

ます。

言葉を換えると、我々より下の若い世代に負

担を押しつけるということになります。つまり、

我々の世代がこれまでどおりの政策やライフス

タイルで、あまり温室効果ガスの排出量を減ら

す努力をしなければ、2050年が近くなると、目

標達成のため極めて強制的で乱暴な削減対策を

取らざるを得なくなります。

自然科学的にも、緑色の1.5度目標に沿って排

出総量を抑えていくルートに比べると、この赤

い線のルートでは、赤い範囲の面積だけ超過し

て排出される温室効果ガスがあるわけです。

もちろん、超過されて排出された温室効果ガ

スは、この間にずっと地球を温め続けることに

なりますので、2050年で帳尻を合わせたつもり

でも、中間目標で温室効果ガスを少なく抑える

レベルに抑えておかないと、この1.5度目標すら

達成できないということが科学的に警告されて

います。

現状の温室効果ガスの排出量に対して2030年

の中間目標を置く場合、これは2050年から20年

前の話ですから、そこから20年遡った2010年の

大体半分程度に抑える必要があることが、科学

的に要請される中間目標いうことになります。

現在の日本の目標は46％となってますが、ほ

ぼこの考え方に沿った目標設定だろうと評価で

きます。

世間全体を見ますと、世の中にはＳＤＧｓの

ロゴがあふれてます。実は、このＳＤＧｓと、

カーボンニュートラルに向かうための２度目標

が設定されたパリ協定は、同じ2015年に設定さ

れた目標です。ＳＤＧｓは2015年の９月に、パ

リ協定は12月に採択されたものであり、私はこ

れらがゼロカーボン社会を進めるための車の両

輪と思ってます。

ＳＤＧｓは、様々な環境や社会的課題、貧困、

教育などを含めたかなり包括的な世界の目標で

すが、実はこの中の13番に気候変動が入ってま

す。ただ、その内容の詳細については、９月の

時点では国際社会で合意されていませんでした

ので、９月では大枠を決めて、その中身は12月

の気候変動枠組条約の会議で決まることになり

ました。

日本では、環境省がＳＤＧｓの理念を地域循

環共生圏というイメージで示しており、そのモ

デル事業を国の環境基本計画の中に位置づけて

取り組んでいます。今年から、環境省が中心と



- 6 -

令和４年９月20日（火曜日）

なり、将来的には全国に100か所の脱炭素先行地

域をつくり、パリ協定を意識した日本の中での

脱炭素先行地域とＳＤＧｓを意識した地域循環

共生圏を連動させていくことになりました。宮

崎県の多くの地域でも、こういうところに近づ

いていく必要があるだろうということで、お話

させていただきました。

それでは、実際の動きがどうなっているのか

御説明します。

私は兵庫県の環境審議会の特別委員という、

大気環境の専門的な委員を務めております。そ

の委員会資料を紹介しながら、兵庫県で具体的

にどのような目標を設定し、どのような計画づ

くりをしているのか紹介します。

まず、今年の３月に改定された「兵庫県地球

温暖化対策推進計画」には、大きな目標が２つ

掲げられました。

１つ目は、兵庫県知事が県議会で、「2050年二

酸化炭素排出量実質ゼロ」を宣言したことに基

づいて、中間目標として2030年に48％、ほぼ半

減させるという目標を今回新たに設定しました。

もう一つの目標として、再生可能エネルギー

導入目標が特別に設けられ、目標数値は発電

量100億キロワットアワーと切りがいい数字に

なっています。

この48％の内訳については、だんだん計算が

難しくなってくるところですが、様々な背景が

あって積み上げられたものとなっています。

資料14ページになりますが、積算根拠の１つ

目は、宮崎県を含め全国的にも温室効果ガスの

排出量が、2013年から最近の統計がある2018年

や2019年にかけて５年ぐらい減ってきているこ

とです。

この原因の１つは、東日本大震災以降、企業

やオフィス、家庭での様々な省エネ行動が定着

しているということがあります。省エネ行動だ

けではなく、効率のよい機器に買い換えたり、

省エネ型のエアコンや省エネ型の冷蔵庫など、

そうしたものがどんどん普及しています。また、

照明も以前の電球蛍光灯からＬＥＤに変わって

きているなど、そういう様々な努力が重なり、

傾向として減り続けています。

２つ目の根拠は、2012年に、再生可能エネル

ギーの電力の固定価格買取制度が始まり、これ

によって、太陽光発電を中心に様々な再生可能

エネルギーの導入が全国的に進んできたことが

あります。再生可能エネルギーは、発電をする

ときにほとんど二酸化炭素を排出しないので、

従来の石炭・ガスを中心とする火力発電に比べ

ると二酸化炭素の排出が少ないということにな

ります。

こういった再生可能エネルギーの導入をさら

に全国的に進めるという計画については、政府

や大手企業も持っておりますし、宮崎県では九

州電力がそのような目標を持っております。

そうした再生可能エネルギーは、同じ電力を

使っていても、温室効果ガスを排出する係数が

低く、兵庫県の場合は16％とかなり大きな削減

分を見込んでおります。これは、兵庫県の目標

と、兵庫県をカバーしている関西電力の目標の

方向性がまさに一致したものであり、必ずしも

実現不可能なものではないと考えております。

それから３つ目の根拠が、中身は複雑ですが、

全国共通の取組ということで、国と県が協力し

てやっていく取組で15％減るだろうという見込

みがあります。

それから最後の４つ目の根拠は、県の取組強

化による13％減となっています。

削減目標48％の内訳にある③と④の中身は、

我々にも情報がオープンにされませんでしたが、
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兵庫県には、鉄鋼や化学工業など、もともと温

室効果ガス排出量が多い産業がたくさん立地し

ており、県の事務局がそうした企業に内々にヒ

アリング調査し、2030年までにどれぐらいの温

室効果ガス削減に向けた対策を取るのかという

ことを一つ一つ丁寧にヒアリングしました。

その結果、③と④の合計で28％程度減らせる

だろうという、相当の確信度の高い情報をもっ

てこの数値を設定したという説明を受けていま

す。

もっとも、兵庫県は、特に製造業の割合が７

割程度を占めている現状があり、目標が達成で

きるかどうかは、製造業部門の動向にかなり依

存しているという問題も指摘されています。

もう一方の目標である再生可能エネルギー100

億キロワットアワーについて、住宅用、特に一

戸建て新築の場合は、基本的に太陽光発電を載

せる意識を高めていくということとしています。

御承知のように、東京都では、新築戸建て住

宅への太陽光発電設置を義務づける条例が年末

の都議会にかけられると、小池都知事が記者会

見されていました。兵庫県の場合はそこまで強

い義務づけではないですが、それに近い意識の

高まりを目指していく予定です。

ただ、住宅用の太陽光発電は、100億キロワッ

トアワーに対して10億キロワットアワーと１割

ぐらいですので、それほど大きい割合ではあり

ません。

一方で、非住宅用太陽光発電について、これ

までは空き地、場合によっては山林を切り開い

て太陽光発電をかなりの面積にわたって設置す

るというメガソーラーが多かったわけですが、

最近いろいろな問題があります。

そもそもそんなに広く良い土地がもう残って

いないことや、今回の台風でもどれぐらい被害

が出たか分かりませんが、山地など崖地に近い

ところに太陽光発電を置くと崩れて危険だとい

うことで、かなり規制する流れになってきてい

ます。兵庫県でも「太陽光発電設置規制条例」

があり、なかなか難しくなってくるだろうと思

われます。

私が期待しているのは、工場、店舗や役所な

ど、空いてる屋根にできるだけ載せていくとい

うことです。これを徹底しないとこういった高

い目標は達成できないですし、そもそも再生可

能エネルギーは全然足りていないので、そうい

う流れをつくっていく必要があります。

また、これも賛否両論が分かれますが、農地

の上に太陽光発電を載せることで、農業収入が

ある程度厳しくてもエネルギー収入でカバーす

るという、いわゆるソーラーシェアリングが全

国的に盛んになってきてます。優良農地にいき

なり太陽光発電を載せる必要はありませんが、

耕作放棄地や後継者がいない農地については考

慮の余地があるのではないかと考えております。

さらに、バイオマス発電についてもその導入

量が３割程度見込まれており、こちらも大きく

期待されているところです。

このような形で、2030年には再生可能エネル

ギー100億キロワットアワー、県内で使われる電

気の30％程度を賄おうと、そのような野心的な

計画となっております。

兵庫県が進めているもので、「コーポレートＰ

ＰＡ」という仕組みがあります。これは、様々

な形で、電気を使う側が初期投資なしで自分の

屋根に太陽光発電を載せたり、あるいは離れた

ところでもそこから電力を送ってもらうことも

です。ＰＰＡはもともとアメリカで出てきた考

え方で、「Ｐｏｗｅｒ Ｐｕｒｃｈａｓｅ Ａｇ

ｒｅｅｍｅｎｔ」といって、電力購入契約にな
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ります。

こういったものが世界中で増えており、特徴

としては、例えば、私の家に太陽光発電を載せ

てもらって、月々の電気代に太陽光発電の設備

の価格を上乗せして支払うことで、最終的には

大体10年、20年たつと太陽光発電の設備自体の

所有権が私に移転されるという特徴を持ってい

ます。このパターンは、どこに置くかとか誰が

置くかという違いだけで、そんなに大きな違い

はありません。

今、兵庫県庁や県警察署など、そういうとこ

ろでＰＰＡを活用してどんどん太陽光発電を置

く取組をしております。今年から県内で14か所、

私も設置業者を選ぶ評価委員会のメンバーに

なって、５社ぐらいの応募に対して点数をそれ

ぞれつけて、あるグループ会社にお願いをした

というような経緯があります。

今年度の後半ぐらいに、実際に兵庫県内で県

の公共施設を対象にしたＰＰＡが動き出すとい

うこともあり、ぜひ情報として押さえていただ

きたい思います。

もう一つ、資料18ページですが、私が審議会

に入ってる兵庫県宍粟市の「地球温暖化対策実

行計画」です。これも、昨年度後半につくりま

した。

ここの特徴は、５年間ずっと二酸化炭素の排

出量が減っております。実は、宍粟市は鳥取県

と岡山県側になり、市の面積の90％が森林であ

るため、ＣＯ₂の吸収量が結構多いです。現

状、7,500トンぐらいと見込まれていますが、2026

年から2030年に向けて、３万トンぐらい吸収で

きるように森林整備をきちんとしていこうとし

ております。

森林の多い市町村においては、こういう吸収

量もある程度見込んだ計画がつくれるというこ

とを参考に出しましたが、森林が本当にこれだ

け吸収してるのかを証明することは、なかなか

難しいことです。あくまでも森林面積、木の本

数、樹種などの一定の前提条件を基に計算して、

この３万トンという数値を出しているので、こ

れを証明することはなかなか難しいです。

２番目のブロックに入りたいと思います。

１つ目は、北海道下川町です。人口1,000人前

後の小さい町ですが、2013年時点で町民が使う

エネルギー代金の約９億円が域外に流出してい

ました。一生懸命に町民や町企業が稼いでも、6.3

％ぐらい域外に流出しておりました。

これは日本全体でも同じ構造になっておりま

すが、昨今の円安による資源の高騰によりエネ

ルギー料金が高騰し、コロナ前のおよそ1.5倍の

エネルギー代金が流出しているのではないかと、

そういう試算もあるぐらいこの石油・石炭製品、

つまりガソリンや暖房に使う灯油が多いという

ことになります。

ここの町は、外に漏れているエネルギー代金

をできるだけ町の中で循環させようということ

で、先ほどの宍粟市と同じく、地域にたくさん

ある森を再生可能エネルギーとして使っていこ

うという構想を立てました。

「下川町バイオマス産業都市構想」として、

化石燃料の代わりにバイオマスを有効活用して

産業を創出しようとしています。北海道は冬に

雪が積もってとても寒いため、暖房料金がばか

にならない環境です。少し古いデータです

が、2017年度まで見ても、30か所の町の施設に11

基の森林バイオマスによる熱供給を実施してい

ます。資料20ページにあるように、この構想は、

町の住民センターや基幹的なエリア、コミュニ

ティセンターを含めて、この一帯で暖房用の熱

供給配管を張りめぐらすことで、一の橋バイオ
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ビレッジの熱供給を森林資源で賄うというもの

であり、実際に完成しています。

ここの特徴は、住民が暮らす住宅26戸、障が

い者支援施設、苗栽培や育苗のハウスなど、こ

ういう産業や福祉政策ともリンクさせていると

ころであり、森林未来都市を目指していく上で

の一つの形と言えます。

これの経済的効果は多方面にわたっており、

従来、化石燃料で行っていた暖房や熱供給を森

林バイオマスに転換することで、まず燃料代が

浮きました。浮いた町の燃料代を保育料の軽減、

学校給食費の補助、それから医療費扶助など、

こういった福祉に回しています。例えば2016年

度の実績を見ますと、バイオマスボイラー

で1,900万円削減ができたところ、そのうち800

万円を子育て支援に活用して、定住人口の増加

を目指すということを行っています。

そのほか、町内の産業にいろいろ波及してい

るという事例が、平成30年の「環境・循環型社

会・生物多様性白書」で紹介されてますので、

御興味があれば読んでいただきたいなと思いま

す。

なお、下川町は、資料23ページのように、経

済循環をきちんと数字で押さえており、こうし

たところもすごいところです。

ほかの都市も紹介いたします。岩手県の紫波

町というところで、私も10年以上注目している

町です。

もう20年以上前になりますが、平成12年に当

時の町長が「新世紀未来宣言」を出しまして、

この中で「100年後の子どもたちを念頭に置いた

まちづくりを目指す」ということが宣言されま

した。

その中で、特に力を入れたのは資源の循環で

した。平成16年には、畜産農家に対して、家畜

排せつ物の野積みを禁止した「畜産廃棄物法」

が施行されました。そのため、畜産廃棄物をど

うやって処理するかということで、住民の生ご

みと一緒に堆肥化をする「エコ３センター」と

いう循環型施設を造りました。

その後、紫波町産の木材を中心とした木質バ

イオマスエネルギーを利用するため、木質ペレッ

トを利用したボイラーなどの暖房施設を造って

いきました。

これの集大成が、資料25ページの図であり、

紫波中央という東北本線の駅前の新規開発をさ

れました。実際、紫波町は、盛岡市と花巻市と

いう大規模な都市２つのちょうど中間点にあり

まして、そういう都市に通うベッドタウン的な

位置づけであり、非常に恵まれた土地です。

しかも、こういういろいろな環境政策を打っ

たことで、住民が若干増えている町でもありま

す。駅前の新規開発として、駅前に町役場を新

しく移転すると同時に、新しい一戸建て住宅の

宅地開発では、全てエコハウスにするなどの開

発事業を行いました。それから、新しい保育所

やショッピングモールも含めて全部を木質バイ

オマスの熱供給で賄っています。

温熱だけでなく冷熱もでき、夏用の冷房、冷

熱、冷たい熱の供給というのも同じ配管ででき

るので、決して九州でも的外れな政策ではない

と思います。

紫波町をずっと見ていて思うのは、例えば、

ショッピングモールのオガール紫波も公的年金

まちづくりの先進例として、本で紹介されたり

していますが、こういう明らかな成果が出るの

は、20年ぐらいかかるということです。

そもそもこういう循環型まちづくりをしよう

と言い出したのが平成12年ですから、最近よう

やく成果が誰の目にも明らかになってきたわけ
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です。我々は次の2030年とか2050年とかいう目

標を考えると、20年かかる取組では困るわけで

す。これをどうやってスピードアップさせるの

かということも、一緒に考えていくべきだと思

います。

ここで、平成21年に、私が法政大学にいたと

きに関わった研究の成果を御紹介したいと思い

ます。資料26ページですが、10年前ですので、

脱炭素ではなく低炭素という表記になっていま

す。

こういう自治体の低炭素、脱炭素を政策とし

て進めるときに、見過ごされがちなのが、具体

的な人事命令系統や財政システムに、この脱炭

素の視点を組み込むことです。こういうことが

決定的に重要だと思っておりますが、なかなか

実現しないというのが正直なところです。

歴史的に見ると、このような仕組みは広島市

のクロスセクション制度、横浜市の地球温暖化

対策事業本部などがあり、これらでは担当部署

を局級に格上げすることなどが行われました。

今申し上げた岩手県紫波町でも循環型まちづ

くりタスクフォースを立ち上げ、町役場の中で

こういう循環型まちづくりに取り組みたい若手

職員を中心に手を挙げてもらい、そういう意欲

ある人たちは本来の自分の仕事と、この循環型

まちづくりの仕事を掛け持ちでやっていました。

超過勤務など課題はありますが、そういう意欲

ある職員をダブルタスクにしても、積極的に活

用していくという仕組みを、ぜひ県庁や役所に

つくっていただきたいと思っています。

例えば、資料28ページは広島市クロスセクショ

ン制度のウェブページの抜粋ですが、これは市

の規則に基づいてその権限と責任を明確にした

正規の組織となっています。この７つの政策分

野については、関係する複数の局の部署が総合

推進組織として、言わば市長直轄に近い形で動

けるということになります。

私が調べたときは、この７つのテーマそれぞ

れに専任の局長が置かれていました。このエネ

ルギー温暖化対策クロスセクションの専任の局

長は、環境局長やエネルギーを担当している産

業振興局長に対して、命令や指示ができる強力

な権限が付与されていました。

残念ながらこのクロスセクションを導入した

市長が交代されて、今はこの制度は動いていま

せんが、ある目標に向かって行政組織を動かす

ための強力な制度が、効果がなくてやめられた

わけではなく、たまたま政治的な背景の中で廃

止されたわけでありますので、こういったもの

をもっと多くの自治体が考えてやってもいいの

ではないかと思います。

北海道、東北と事例が続きましたので、最後

に西日本の岡山県西粟倉村を御紹介します。岡

山県となっていますが、実は先ほど紹介した兵

庫県宍粟市の隣の村にあたります。

ここが「百年の森構想」として、先ほどの下

川町や紫波町と同じようにバイオマス産業都市

構想をつくって、50年後の森林づくりを目指し

ています。具体的には、木質バイオマスで町の

中心部のエネルギー供給を行うプロジェクトを

策定し、３、４年前に実際に完成して動いてお

ります。

この地域熱供給というのは、熱の配管をイメ

ージすれば分かりますが、あまり遠くまで配管

を結んでいくことができません。熱が下がると

いうこともありますし、コストが上がり過ぎて

しまうということもありますので、長くても１

平方キロメートルほどにコンパクトなエリアに、

地域熱供給のエリアを設定するということが肝

となっています。この西粟倉村の場合は、公共
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施設や道の駅、幼稚園、学校、福祉施設などに

おいて、西粟倉村で取れた様々な木材をまきや

丸太にして、ボイラーを通して熱と温水をつくっ

ています。そのほか、温泉施設や農業ハウスで

その熱を利用し、採算を上げております。

３つの事例を紹介してまいりましたが、共通

する特徴は何かということを考えると、実はこ

の共通点が地域で脱炭素政策をするための重要

なポイントになるのではないかと思っています。

その共通点とは、先ほど紫波町や広島市の事

例で申し上げたように、役所の中で高い目的意

識を持っている人材を動きやすくしてあげてい

ることだと思っています。

今回、紹介しませんでしたが、下川町や西粟

倉でも様々なキーパーソンがいました。町や村

の枠にとどまらない全国区で活躍するような人

材が、そういうところから出てきたわけであり

ます。

ただ、幾ら工夫しても、最初に構想した段階

から実際に再生可能エネルギーを本格的に導入

するまで、結構時間がかかります。紫波町の場

合20年、西粟倉村や下川町はもう少し短いです

が、それでも10年単位ぐらいの時間がかかって

います。

それを短くするための努力や工夫をしますが、

その中で活動している人材が諦めない、腐らな

いように、時には初心に返って取組が続けられ

るように、様々なサポートが必要だろうと思い

ます。

恐らく我々のような外部の専門家や研究者も

このサポート部隊になると思いますし、何か調

査してこういうところがうまくいっている、あ

るいは逆にこういうところが課題ではないかと

いうところを指摘することが必要となります。

また、先ほど経済循環のいろいろな難しい計

算がありましたが、そういうものも専門家が外

からサポートし、取組にこんなに効果があるん

だということを計算してあげるなどのサポート

も必要かなと思います。

もう一つは、これまでの私の話が、再生可能

エネルギーの電力については兵庫県の事例で終

わり、下川町、紫波町、西粟倉村の事例はずっ

と熱の話をしていたことにお気づきになったと

思います。

実は、エネルギーの使われ方で、電気よりも

今は熱のほうが多いのです。電気についても再

生可能エネルギーを入れてほしいのですが、もっ

と重要なところは熱供給のところになります。

熱供給に関して、先ほどの木質バイオマスや昔

の農村にあった太陽熱利用―ソーラーシステ

ムですね―そういったものを見直すことで、

地域外に流出していた燃料代を地域内で循環さ

せる取組が重要となってきます。このことは、

人口減少、雇用の創出、若者世代が定着せず農

業が立ち行かないなどの問題に関して、かなり

の部分で解決策を提供することができるのでは

ないかと考えています。

そのときに県庁や役所ができる一番重要なこ

とは、庁舎や公営住宅、学校などの公共施設、

または移転をして建て替える公共施設があれば、

再生可能エネルギーを導入することです。どっ

ちにしろ工事で道路を掘り起こすわけですから、

そのときに熱の配管をついでに埋めることは、

そんなに難しいことではありません。

今、提案したことは、再生可能エネルギーを

前面に出した事業ではなく、県や市町村として

やらなければいけない優先的な事業の中で、そ

こに再生可能エネルギーを付加的に入れていく

ということです。

議員の先生方の情報ネットワークにも期待し
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ますが、それに加えて、県庁や役所の中で、自

分は脱炭素担当であるが、ほかの部署が何をし

ているのかを見逃さない、そういうキーパーソ

ンが活躍している事例が実は多いです。

今回紹介したところ以外でも、長野県の飯田

市にはこういう目ざとい方がいます。そういう

方たちの動きを潰さないことが、これからます

ます重要になってくると考えます。

最後に、私が関わった奈良県東吉野村の事例

として、戦後まで動いていた水力発電を３年ぐ

らい前に復活させた事例を紹介します。

資料32ページの写真だけ御覧いただきますが、

大正当時の導水路から水を取って、なだらかに

導水をして、図の点線部分で一気に崖から落と

して発電をするという仕掛けになっています。

最大出力82キロワットですので、一般家庭に

しますとせいぜい50軒分、そんなに大きな発電

所ではありませんが、昔の発電所を復活させた

珍しい事例と思っています。これは「元気な東

吉野村と林業を目指す会」の方たちが中心になっ

て、全国から出資を集めて復活させた事例です。

私も、毎年調査に行って、昔の東吉野村の水力

発電に関する大正時代の歴史を調べたりなど、

研究の幅が広がっているところになります。

兵庫県内でもこういう似たような動きを今進

めておりますが、宮崎県内でも恐らく、昔発電

していたが今は発電していない場所があると思

いますので、こういう事例をぜひ参考にしてく

ださい。

最後に、次世代エネルギーの現状と可能性、

留意点について簡単にお話します。

資料37ページになりますが、再生可能エネル

ギーがなぜゼロカーボンに役立つのかというの

は、このグラフで分かるように、風力、太陽光、

地熱、水力といったこういう再生可能エネルギ

ーは、現状多くを占めているガス火力、石炭火

力などの従来型の火力発電に比べて、二酸化炭

素の排出量が各段に少ないからです。

こうした電力は、発電のときには二酸化炭素

は排出せずに、設備を造ったり廃棄したりする

ときだけＣＯ２を排出します。

太陽光発電については、御承知のように曇り

や雨になると格段に発電量が低下してしまい、

夜も発電できないので、九州のような日照が安

定する場所は非常に望ましいわけです。

実際、ニュースで御覧になっていると思いま

すが、九州電力管内では度々九州内で発電され

た太陽光発電の量が、九州内で使われる電力需

要を上回っています。九州電力が買い取れない

上回った分がどうなるかというと、ただ地面に

無駄に捨てられるという状況にあり、特にゴー

ルデンウイーク中の平日によく起きています。

天気がよく、工場も閉まっていると、電気が

余るというまれな現象にぶち当たっているわけ

であり、今後、電気自動車をもっと導入し、余っ

た電気を有効活用すると、さらに九州は産業と

して発展できると私は外から勝手に思っており

ます。

一方で、資料39ページのように、岡山県倉敷

市で大きな被害があった西日本豪雨のときの崩

落事故ですが、こういう形で無理な置き方をす

るとどうしても被害が出てきます。県レベルで

は「太陽光発電設置規制条例」というものが、

兵庫県、和歌山県、岡山県や山梨県で制定され、

あるいは環境アセスメントで大規模な太陽光発

電に対応するというような動きが進んでいます。

それから、風力発電について、野鳥がぶつか

る問題はできるだけ避けるべきであり、事前に

渡り鳥のルートなどを確認していく必要があり

ます。
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100メートルとか、物によっては200メートル

近くの大きさになる風力発電ですが、日本の国

内を見ますと海の上に風力発電を立てるという

洋上風力が、秋田県で一番先行しており、現在、

部品の運び込みの段階になっていると思います。

この再生可能エネルギーが導入されていくこ

とを前提に、電気自動車も私は増えていくべき

だろうと思っています。ただ、現状１回の充電

でどれぐらい走れるかとか、その距離に充電ス

テーションが十分にあるかということが、問題

にはなっています。いろいろな大規模ショッピ

ングセンターや公共施設に電気自動車用の充電

設備がかなり増えてきているので、ある程度メ

ーカーが企業努力で航続距離を増やしていくこ

とで対処できるのかなと思っています。

問題は、その充電するための電気をどういう

ふうに調達するかということで、これを石炭火

力やガス火力でやっていてはあまり意味がなく、

脱炭素から遠ざかることになります。

九州であれば、その余っている太陽光発電を

効率的に電気自動車に蓄えて、停電のときには、

その電気自動車から家庭や避難所に向けて電力

を供給するなど、そういう蓄電池代わりの取扱

いをすることが有望であろうと思います。電気

自動車が何台ぐらい必要なのかとか、具体的な

試算はできていませんが、県庁の方と議論され

れば、そういう戦略は立てられるのかなと考え

ております。

燃料電池自動車は、よく水素自動車という言

い方もされますが、水素はあくまでも燃料であ

り、車に載っているのは燃料電池です。

水の電気分解の逆ですが、水素と空気中の酸

素を反応させることで、水ができると同時に電

気が発生しますので、それでモーターを動かし

ます。基本的には電気自動車と同じですが、電

気自動車の電気のところに水素を入れて電気分

解の反対をやるという過程が一つ加わっていま

す。

これも電気と同じく、水素をどこから持って

くるのかが大切ですが、水素製造方法には７種

類ぐらいやり方があり、全部、グレー、ブルー

やグリーンなど、なぜか色の名前がついており

ます。

私が勝手にこの中で許容できるものを選ぶと

すれば、一つは再生可能エネルギーの電気で水

素を作るグリーン水素です。もう一個は、ほか

の製品を生産する工程で、副産物として水素が

出てくるというホワイト水素になりますが、こ

れぐらいしか許容できるものはないかなと思っ

ています。

石炭から作ると、ほとんど本末転倒の水素が

出てきてしまいますので、水素がどこからきた

のかということを注意深く見ていただきたいと

思います。

兵庫県姫路市の姫路港でも、「カーボンニュー

トラルポート」というものを打ち出していまし

て、ここでもこの水素やアンモニアがメインに

なっています。資料43ページの図のとおり、海

外の水素プラントの原料は、太陽光発電とか風

力発電と一応なっていますが、一部に炭鉱や石

炭が書かれているので、専門家としては少し気

になるところです。

アンモニア火力という話も資料にありますが、

まだまだ取組は小規模であり、これが普及して

いくと量が問題になります。国内全ての石炭火

力発電所でアンモニアを20％混ぜるということ

をしますと、当然、二酸化炭素は減りますが、

約2,000万トンという世界のアンモニアの貿易量

に相当するものが必要となります。

こういう巨大な需要が現れたときに、普通に
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供給し続けられるのかということは極めて疑問

です。何よりアンモニアというものは肥料とし

て使われていますので、肥料の価格に影響する

と、ただでさえ値上げが続いている食料は、さ

らに高騰していくことになり、これは生活者的

には受け入れにくい対策なのではないでしょう

か。

実験としてやることはいいですが、本格的に

やるには、水素と同じくアンモニアをどこで賄

うのかということを考えなければいけないとい

うことを指摘しておきます。

資料45ページのスライドでまとめにしたいと

思います。

一つ目のゼロカーボンを実現するためのポイ

ントと自治体の役割について、実は２番目の項

目にも関わってきますが、まずＩＰＣＣなどの

科学的な根拠に基づいた危機感の共有です。

これは、正しく恐れるということを私はいつ

も言っていまして、例えば今回の台風も宮崎県

内では被害が出ておりますが、恐らくメディア

等で今回は思ったより被害が少なかったという

印象で報じられると思います。

この印象だけが残ると、次の台風のとき私は

極めて心配でありまして、今回はたまたまいろ

いろな条件が重なったり、あるいは早く避難さ

れたということもあり、被害が少なかったと思

われます。これが「前大丈夫だったから、今回

も大丈夫だろう」といって避難しないとか、そ

ういう方向に心理的に動いてしまうことが非常

に危ういなと思っています。

オオカミ少年になったとしても、今まで見た

ことのない巨大な台風が来ると言われれば、空

振りでも毎回避難したほうがいいわけです。

これが新しい日常なのか分かりませんが、気

候変動時代を生き抜く上で、そういう心理を考

慮する必要があるなと思って、私は今回の台風

報道を見ています。

それから２点目は、ゼロカーボンを進めるた

めには、我慢ではなく、むしろ利便性を上げて

いくことが必要です。今回、たまたま熱供給の

話ばかりしましたが、その外に漏れている燃料

代を地域経済に回していくことや、公共施設を

中心とした町の活性化、または、そこで人が生

活していくということを考える必要があります。

特に今回は、皆さん方に関連が深いかなと思っ

て、役所の中でどのような組織をつくるのかと

いうことを少し重点的にお話をしました。

最後の次世代エネルギーの現状と可能性、留

意点について、太陽光発電や風力発電は野放し

でいいということではなくて、ある程度のルー

ルの下に増やしていく必要があります。水素も

アンモニアも期待はしたいですが、なかなか量

的な問題、何を原料にして水素やアンモニアを

作るのかという問題は、今非常に重要な局面に

あります。

日本全体で火力発電から再生可能エネルギー

に徐々に切り替えていく必要がありますし、中

でも九州は、もう既に一時的に需要を上回る太

陽光発電が導入されています。

それを電気自動車に蓄電したり、逆に本州の

ほうに電力を供給していくような、そういう産

業も含めて議論すると良いのではないかと思っ

ているということで、最後にまとめさせていた

だきます。

時間と私の能力の都合であまり伝わらなかっ

た点があるかもしれませんし、もうちょっとこ

ういうことを聞いてみたいということがあるか

もしれませんので、可能な範囲でこの後、質問

がありましたらお答えしたいと思います。

私の報告は以上で終わりにします。御清聴あ
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りがとうございました。

○山下委員長 増原先生、ありがとうございま

した。

それでは、これからは御説明いただきました

内容について、質疑や意見交換を行わせていた

だきたいと存じます。委員の皆様方からお伺い

したいことがあれば、挙手をしてお願いをした

いと思います。

○右松委員 政府が2050年までにカーボンニュ

ートラルを実現するという極めて高い目標を掲

げている中で、県として様々な取組をしなけれ

ばならないことは重々承知しております。

2030年というのはすぐに来るわけですが、兵

庫県の事例について、温室効果ガスの削減や再

エネ発電量100億キロワットアワーにするなど、

かなり高い目標設定をされていると思いました。

それで、具体的な中身をお伺いします。資料

の17ページにある「コーポレートＰＰＡ」に関

して、これは施設所有者が敷地や屋根を提供す

るわけですよね。そのスペースにＰＰＡの事業

者が太陽光発電を設置し、発電された電力を使

用者に有償提供するという仕組みだと認識して

おります。

兵庫県が実施した入札において、オリックス

を含めた５社程度の入札があって、ＰＰＡの事

業者が決まったようです。

そのことについて、具体的に行政のどの施設

で利用するのか、入札の具体的な内容、事業額

など、分かれば教えてください。

○増原准教授 実際にどういう競争があったの

かという経過は申し上げられませんが、落札し

たのは兵庫県の環境創造協会という外郭団体で

す。

それと、資金融資の点で三井住友銀行、それ

と神戸に本社があるシン・エナジーという新電

力会社ですね。昔は、洸陽電気という会社でし

た。図らずも、電気屋、銀行、県の外郭団体と

いう結果になりました。

そのため、入札においては、県の外郭団体に

関わっている方には外れていただき、審査をし

たという経緯があります。

事業額については、少し検索の時間が必要な

ので、委員会が終わった後に資料を事務局にお

送りさせていただきます。

○右松委員 ありがとうございます。２つ目で

すが、このＰＰＡにはメリット・デメリットが

あろうかと思います。

電力の使用者においては、ＰＰＡ事業者と長

期契約を結ぶような形になると思いますが、電

力市場の中で、通常の電力会社との価格競争に

よって、ＰＰＡのほうが高くなってしまうケー

スもあったりするのかなと思います。

この太陽光発電で足りない部分の電気は、従

来どおり、電力会社からも購入できると伺って

いますが、その辺りでデメリットはありますか。

私は、今ＦＩＴ制度のメリットがなくなって

きている中で、ＰＰＡの取組は非常に有効かな

と思っているので、デメリットの面もお伺いし

たいと思います。

○増原准教授 ＰＰＡのデメリットは、そんな

に思いつかないですが、一つは御指摘のように、

太陽光発電以外の―例えば、九州電力から一

般的に買うような電気代が、想定よりも極めて

安く推移した場合、当然、太陽光発電を設置し

ているケースのほうが総体的に高いということ

になります。しかしながら、それはあくまでも

可能性の話であって、今の燃料代やウクライナ

の話を含めた世界情勢を見ていると、当面はあ

まり安くなりそうにないと思います。

実際、ここ１年ぐらいの家庭用電力料金で言
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いますと、１キロワットアワーあたり、１年前

に20円程度だったものが、今は25円となってお

り、25％ぐらい値上がりを続けています。

残念ながら、多分これはすぐに止まらないだ

ろうと思われますが、太陽光発電の場合は、場

所によって違いますが、おおむね20円を切る価

格で推移しています。

そういうことで、価格が逆転することは、デ

メリットとしてあり得ますが、当面はないでしょ

うし、むしろ価格差は拡大していくのではない

かなと見ております。

また、例えば、自分の工場や自宅を転居する

場合、太陽光発電の所有権のことが多少ややこ

しくなるということがありますが、頻繁に起こ

ることではないので、あまり気にしなくてもい

いのかなと思います。

今思いつくのはそのぐらいで、デメリットは

あまりないのではないかなと思います。なお、

現在、そのＰＰＡができる事業者が数的に少な

く、十分に対応できていないという状況はあり

ます。

○右松委員 資料16ページにある兵庫県の計画

において、再生可能エネルギー導入目標で、80

億キロワットアワーから新目標100億キロワット

アワーになっています。この中で、住宅用太陽

光発電と非住宅用太陽光発電を伸ばしていく計

画になっていますが、これはＰＰＡを入れた積

算になっているのか教えてください。

○増原准教授 ＰＰＡは含まれていますが、こ

れはかなり希望的な観測であり、左の説明にあ

るようにこれまでの導入ペースが維持されるこ

とを前提としていますので、個人的には極めて

厳しいと見ております。

2012年から10年間ほど、あまりにもむちゃな

置き方をした太陽光発電のニュースや、今回の

台風でも被害を受けた太陽光発電があるなど、

写真つきで報道されると太陽光発電が危ないも

のだというイメージが増幅していきます。

工場や店舗など空いている屋根はたくさんあ

りますので、そういうところにＰＰＡも含めて、

台風でも危なくないようにきちんと太陽光発電

を載せたり、山林にはできるだけ置かなくてい

いように誘導していくことが必要だろうと思っ

ています。

○武田委員 2050年にゼロカーボンを達成する

ことについて、世界でも国内でも、宮崎の地方

においてもその重要性は十分皆さんは理解をし

ていますが、常に問題になることが、ふだんの

生活の中の経済性と政治的な問題です。どうし

ても経済性が優先されるたびに、目標が二転三

転してぶれていくようなイメージがずっとあり

ます。

それと、原発依存から脱却する世の中の流れ

がありましたが、昨今の状況を見ると、やはり

原発なくしては、ゼロカーボンに向かえないと

いう考えもあります。

経済性の問題と政治的な問題もありますが、

ゼロカーボン社会を達成するために、原発問題

について先生はどういうふうに考えているのか

お伺いします。

○増原准教授 重要ですが、私にはちょっと荷

の重い質問を頂戴しました。

前半の御質問は、政治的あるいは経済的な変

化が起きていく中で、このゼロカーボンの取扱

いや位置づけがどう変わってくるのかという質

問と解釈しましたが、政治的な面では、日本に

ついてはあまり心配していません。

総理大臣や県知事などのトップが代わったと

きに、前と違うことをやってやろうという意識

が働くことが多く、心配はしていたのですが、
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岸田総理は、菅前総理が宣言したカーボンニュ

ートラルをそのまま踏襲されました。

ただ、原発については国民的な議論、あるい

は役所の中の議論を少し飛ばしたような形で、

トップダウン的に次世代原子炉のことを言い出

したのではないかなと危惧はしています。

私自身の賛否は置いておいて、原子力がなく

てもやっていけるだけの代わりの電源が安定す

るまでは、原子力は使っていく電源だろうと思っ

ています。

なお、前提として、放射線廃棄物の問題を解

決する必要があると考えます。各原子力発電所

では、廃棄物を全部置きっぱなしにしているわ

けです。東日本大震災のときにも問題なりまし

たが、燃料プールや廃棄物を貯蔵しているとこ

ろが被害を受けることになったときの影響を想

定しておくべきだろうと思っており、どこに埋

めるのがいいのか、今ある廃棄物を将来的にど

こかで処理するのかなど、そこが解決されない

限り、全面的に賛同するのは、個人的には問題

が残るだろうと見ております。

それから、世界的にみて、カーボンニュート

ラルで一番心配なのは、アメリカです。

中国は、目標達成時期が2060年と少し遅いで

すが、今のところトップダウンでいろいろやっ

ています。

トランプ時代で見てきたように、アメリカで

は、政権を共和党がとるか、民主党がとるかで

国の姿勢が正反対へ向いてしまうため、世界的

なリスクなわけです。

逆に、国が気候変動対策を全くやらず、石炭

やガス、火力発電に投資をしていくようなこと

をやっていても、州知事レベルで気候変動対策

を止めなかったり、場合によっては連邦政府を

訴えることで、大統領の暴走を何とか止めよう

とします。

そこは本当に民主国家だなと思っていまして、

共和党州知事でも気候変動対策をきちんとやる

知事はたくさんいますので、そういう方たちの

動きが止まらない限りは、一定程度の対策は進

むでしょうし、2030年まではこのカーボンニュ

ートラルの流れは変わらないと思います。

一番困るシナリオは、目標が達成できず、そ

の責任がとれないから、2030年代後半や2040年

代に目標を緩めにかかる動きが出てくることで

す。

○井本委員 先生の著書の中にも、地熱利用に

ついて記載があります。日本は火山国であり、

もっと地熱を利用すべきではないかと常々思っ

ていますが、なかなか取り上げられません。

なぜ地熱発電は注目されないのでしょうか。

○増原准教授 地熱発電は再生可能エネルギー

の中でも一番私が専門にしているところであり

ます。一時期、大分県別府市で地熱発電の調査

をやっていまして、４年前に本も出しています

ので、後で書名を事務局にお知らせします。

一般的に地熱発電が進まない、または反対さ

れる理由として３つ挙げられています。

１つ目はコストになります。地熱発電に限ら

ず、温泉や地下水など、日本は井戸を掘るコス

トが非常に高く、１メートル10万円とお聞きし

ております。

井戸を掘るには県知事の許可が必要になりま

すが、その許可を得たとしても、それが数千万、

下手をすると数億円のコストとなってしまいま

す。地中のことは誰にも分からないので、何本

か掘って全部外れた場合のリスクが非常に大き

いということです。そのため、ばくちのような

ことになってしまい、そこが事業者がちゅうちょ

する第一段階だと思います。
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２つ目は、今申し上げたように地熱発電の場

合でも、温泉法に基づいた県知事の許可が必要

になります。

大分県の場合、温泉地の周りは、地熱も含め

てそもそも新規の井戸が掘れないという規制が

かかっております。それは温泉保護のためには

やむを得ないことですが、あまりにも規制が多

いことが、二つ目の問題点になります。

最後の３つ目は、地熱発電にとって有望な場

所が、間違いなく国立公園の中であったり、あ

るいは既存の温泉観光地の近傍であることです。

地熱に利用する地層と、温泉に利用している

地層は別のものであり、キャップロックという

水を通さない岩―日本語でいうと低岩と言い

ますが―そういう岩があることで地熱は温泉

に影響がないということは、科学的に説明がつ

いています。

しかしながら、「専門家は都合のいいことばか

り言っているんだろう」と信用されず、既存の

温泉・観光関係の方々が、大規模な反対運動を

起こし、計画が頓挫するというパターンが一般

的であると言われています。

最近注目しているのは、温泉旅館そのものが

地熱発電をやるということです。別府市の中で

も、地熱発電を実施している温泉旅館が幾つか

出てきました。また、長崎県の小浜温泉では、

温泉事業者が国と町がやろうとした地熱発電を

拒否して、結局自分たちで高温の温泉を利用し

た発電をやっているという例があります。

北海道でも、幾つかの温泉旅館が余った温泉

を利用して地熱発電をやっており、そういうも

のがもっと進んでいけば、地熱発電と温泉観光

が両立するというストーリーが描けるのではな

いかなと思っております。

○山下委員長 ほかにいらっしゃいませんで

しょうか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、ないようでございま

す。これで質疑、意見交換会を終わりたいと思

います。

私から一言お礼を申し上げます。増原様には

大変お忙しい中、貴重な御意見をいただきまし

て、誠にありがとうございました。心より感謝

を申し上げます。

委員一同、本日お伺い、お聞かせいただきま

したことは、今後の委員会活動に十分反映させ

てまいりたいと存じます。

最後になりますが、増原様のますますの御健

勝と御活躍を御祈念申し上げまして、大変簡単

ではございますが、お礼の言葉とさせていただ

きます。本日は誠にありがとうございました。

それでは、暫時休憩いたします。

午前11時45分休憩

午前11時46分再開

○山下委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

初めに、協議事項（１）の県外調査について

です。

資料１を御覧ください。現在計画している県

外調査の行程です。

10月12日ですが、まず、福島県庁を訪問しま

す。福島県における再生可能エネルギー導入へ

の取組などについて調査をする予定です。

調査後、１泊目は福島県内に宿泊予定です。

翌13日は、福島水素エネルギー研究フィール

ドを訪問します。水素エネルギーの最先端の研

究状況や今後の利活用への展望などについて調

査をする予定です。

その後、東京に向かい、東京都庁を訪問しま
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す。環境債「東京グリーンボンド」を活用した

環境施策の推進などについて調査する予定です。

調査後、２泊目は東京都内に宿泊予定です。

最終日の14日は、全日本トラック協会を訪問

します。運輸部門における温室効果ガス排出量

削減への取組などについて調査する予定です。

以上のような行程を考えております。この行

程案を御了承いただきたいと存じますが、よろ

しいでしょうか。

暫時休憩いたします。

午前11時47分休憩

午前11時49分再開

○山下委員長 それでは、再開いたします。

諸般の事情により若干の変更が出てくる場合

もあるかもしれませんが、正副委員長に御一任

をいただきますようお願いします。

なお、調査時の服装につきましては、夏季軽

装でお願いをいたします。

次に、協議事項（２）の次回委員会です。

次回委員会につきましては、11月２日水曜日

に開催を予定しております。

次回の委員会は、九州電力宮崎支店に九州電

力のゼロカーボン社会づくりに向けた取組につ

いて伺う方向で検討しております。

次回委員会での執行部の説明資料などについ

て、何か御意見や御要望がありませんでしょう

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 特にないようですので、次回の

委員会の内容につきましては正副委員長に御一

任をいただきたいと存じますが、よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのような形で準備

をさせていただきたいと思います。

最後に、協議事項（３）のその他で、委員の

皆様方から何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、次回の委員会は11月

２日水曜日午前10時からを予定しておりますの

で、よろしくお願いいたします。

以上で本日の委員会を閉会します。ありがと

うございました。

午前11時51分閉会
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